
「市町村の合併の特例等に関する法律（合併新法）」（平成16年法律第59号）の概要

第１章 総則

(第１条）１ 目的
地方分権の進展及び経済社会情勢の変化に対応した市町村の行政体制の整備及び確立のため、当分の間、

市町村の合併についての特例措置等を講ずることにより、自主的な市町村の合併の推進による市町村の規
模の適正化並びに合併市町村の円滑な運営の確保及び均衡ある発展を図り、もって合併市町村が地域にお
ける行政を自主的かつ総合的に実施する役割を広く担うことができるようにする。

（第３条）２ 合併協議会
合併をしようとする市町村は、合併市町村基本計画の作成やその他合併に関する協議を行うための協議

会を設置する。
合併協議会の会長及び委員は、関係市町村の議会の議員、長、その他の職員、学識経験者の中から選任

する。このほか、委員については、請求代表者又は同一請求代表者を加えることができる。

（第４条、第５条）３ 住民発議制度
有権者の50分の１以上の者の署名をもって、市町村長に対して、合併協議会の設置の請求を行うことが

できる。
全ての関係市町村で同一内容の請求が行われた場合には、全ての関係市町村長は、合併協議会設置協議

について、議会にその意見を付して付議しなければならない。
議会の審議において合併協議会設置協議が否決された場合には、市町村長による請求又はこれがなかっ

た場合における有権者の６分の１以上の署名による請求により、合併協議会設置協議について選挙人の投
票に付するよう請求することができる。有効投票総数の過半数の賛成があったときは、議会の議決があっ
たものとみなす。

（第６条）４ 合併市町村基本計画
合併市町村がハード・ソフト両面における円滑な運営の確保及び均衡ある発展を図るため、合併市町村、

都道府県が実施する事業等を内容とする計画を作成する。
合併協議会は、計画を作成・変更するときは、あらかじめ都道府県知事に協議しなければならない。ま

た合併市町村は、議会の議決を経て、計画を変更することができる。

第２章 地方自治法の特例等

（第７条）５ 市となるべき要件の特例
合併する場合に限り、市制施行のための要件を、人口３万以上とするとともに、連たん要件等の人口以

外の要件を不要とする。
なお、市の全域を含む区域をもって行われる新設合併にあっては、市制施行のための要件を備えていな

い場合でも備えているものとみなす。

（第８条、第９条）６ 議会の議員の定数・在任に関する特例
(1) 新設合併の場合
① 定数特例を活用する場合（設置選挙を実施）

合併市町村の議員定数の２倍まで定数増（最初の任期）
② 在任特例を活用する場合

合併前の議員が２年までの期間在任が可能
(2) 編入合併の場合
① 定数特例を活用する場合（増員選挙を実施）

増員選挙及び次の一般選挙による議員の任期まで定数増が可能
定数増： 編入先の旧定数)×(被編入の旧人口)／(編入先の旧人口）（
増員選挙による任期：編入先の市町村の議員の残任期間



② 在任特例を活用する場合
編入先の議員の任期まで在任が可能
さらに次の一般選挙による議員の任期まで定数増が可能

（第10条）７ 市町村の議会の議員の退職年金に関する特例
関係市町村の議会の議員のうち、合併がなければ退職年金の在職期間の要件（在職12年以上）を満たす

こととなる者は、当該要件を満たしているとみなす。

（第11条）８ 農業委員会の委員の任期等に関する特例
選挙による委員は、一定数以内、一定期間に限り、引き続き在任することができる。

（第12条）９ 職員の身分の取扱い
一般職の職員が引き続き職員の身分を保有するようにし、また公正に取り扱わなければならない。

（第13条～第15条）10 一部事務組合等に関する特例
合併関係市町村と合併関係市町村以外の地方公共団体が、一部事務組合又は広域連合を組織している場

合に、関係地方公共団体の協議による規約の改正等によって、合併後も当該一部事務組合又は広域連合と
することができる。
一部事務組合等の構成市町村間の合併で、事実上構成団体の変更がない場合において、市町村の合併後

規約が変更されるまでの間（最大６月 、合併市町村及び他の地方公共団体が組織する一部事務組合等とみ）
なす。

（第16条）11 地方税に関する特例
合併が行われた日の属する年度及びこれに続く５年度に限り、課税をしないこと又は不均一の課税をす

ることができる。
合併により新たに人口３０万以上の市となった場合における当該市に対する事業所税の課税団体の指定

は合併の日から起算して５年間は行わないものとする。
合併に伴い特定市となる地域に所在する市街化区域農地のうち、新たに宅地並課税の対象となるべきも

のについては、合併後五年間は、宅地並課税の適用を受けない市街化区域農地とみなす。

（第17条）12 地方交付税の額の算定の特例
(1) 合併が行われた日の属する年度及びこれに続く(*)年度について、合併関係市町村が合併しなかった場
合と同様に算定し、その後５年度については段階的に増加額を縮減する。
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合併
(*) ５年

(*)平成17・18年度に合併した場合は９年
平成19・20年度に合併した場合は７年、平成21年度に合併した場合は５年

(2) 市町村の合併に伴い、臨時に増加する行政に要する経費について、地方交付税法に定める基準財政需
要額の数値を補正して措置する。

（第18条）13 地方債の特例等
合併市町村基本計画を達成するための事業に要する経費に充当する地方債について特別の配慮をする。

（第19条）14 災害復旧事業費の国庫負担等の特例
災害等に対する国の財政援助につき、合併市町村が不利益とならないようにする。



（第20条）15 流域下水道に関する特例
流域下水道の関係市町村が、合併により一の市町村となった場合、都道府県と関係市町村の協議により、

合併の日から起算して１０年を経過する日の属する年度の末日までの範囲で当該協議で定める期間に限り、
当該下水道を流域下水道とみなし、下水道法の規定を適用する。

（第21条)16 都道府県の議会の議員の選挙区に関する特例
一定期間に限り、従前の選挙区によるか、または合併市町村が従前に属していた郡市の区域を合わせて

一選挙区を設けることができる。

（第22条）17 地域審議会
合併前の関係市町村の協議により、旧市町村の区域ごとに、合併市町村の長の諮問により審議又は必要

な事項につき意見を述べる審議会（地域審議会）を置くことができる。

（第23条～第25条）18 地域自治区の設置手続等の特例
合併に際して、１又は２以上の合併関係市町村単位で地域自治区を設ける場合には、
① 合併関係市町村の協議で設置を決定。
② 特別職の区長を置くことができる（市町村長が選任 。）
③ 住所の表示に地域自治区の名称を冠する。

第３章 合併特例区

（第26条～第57条）19 合併特例区
合併後の一定期間（５年以下で規約で定める期間 、１又は２以上の合併関係市町村の区域であった区域）

を単位として、特別地方公共団体である合併特例区（法人格を有する ）を設けることができる。。
(1) 設置手続

合併関係市町村の協議で規約を定め、設置を申請する。
(2) 合併特例区は、以下の事務のうち、規約で定めるものを処理する。
① 合併関係市町村において処理されていた事務であって一定期間合併特例区で処理することがその事
務の効果的な処理に資するもの。

② その他合併特例区が処理することが特に必要な事務
【例】地域の公の施設の管理(集会所、コミュニティセンター等)、地域振興イベント、コミュニ
ティバスの運行、地域に根ざした財産の管理(里山、ブナ林等)

(3) 合併特例区の長は、合併市町村の長が選任する特別職とする。また、合併市町村の助役又は支所・出
張所長若しくは指定都市の区の事務所・出張所長とを兼ねることができる。

(4) 合併特例区協議会
、① 構成員は、合併特例区内に住所を有する合併市町村の議会議員の被選挙権を有する者のうちから

規約に定める方法により合併市町村の長が選任。
② 権限
ア 予算等の重要事項を定めるときは、合併特例区協議会の同意が必要。
イ 規約で定める合併特例区の区域に係る重要事項を実施しようとする場合は、合併特例区協議会の
意見を聴かなければならない。

ウ 合併特例区協議会は、地域振興等合併特例区の区域に係る事務に関し、合併市町村の長その他の
機関に意見を述べることができる。

(5) 合併特例区は、住所の表示に合併特例区の名称を冠する。



第４章 市町村の合併の推進に関する構想等

（第58条）20 基本指針
総務大臣は、自主的な市町村の合併を推進するための基本的な指針（以下「基本指針」という ）を定め。

るものとする。
総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。

（第59条）21 構想の作成等
都道府県は、基本指針に基づき、自主的な市町村の合併を推進する必要があると認められる市町村（以

下「構想対象市町村」という ）を対象として、構想対象市町村の組合せ等を内容とする当該都道府県にお。
ける自主的な市町村の合併の推進に関する構想（以下「構想」という ）を定めるものとする。。
都道府県は、構想を定め、又は変更しようとするときは、あらかじめ、市町村合併推進審議会の意見を

聴かなければならない。

（第60条）22 市町村合併推進審議会
都道府県に、市町村合併推進審議会を置くものとする。
市町村合併推進審議会は、都道府県知事の諮問に応じ、市町村合併の推進に関し重要な事項を調査審議

することができる。
その組織及び運営に関し必要な事項は、条例で定める。

（第61条）23 合併協議会設置の勧告等
(1) 都道府県知事は、地方自治法の規定により、構想対象市町村に対し、合併協議会を設けるべきことを勧
告しようとするときは、あらかじめ、構想対象市町村の意見を聴かなければならない。

(2) 勧告を受けた構想対象市町村の長は、それぞれ議会を招集し、当該勧告に基づく合併協議会設置協議に
ついて、議会にその意見を付して付議しなければならない。

(3) 議会の審議により、その議会が合併協議会設置協議について可決しない市町村の長は、選挙管理委員会
に対し、合併協議会設置協議について選挙人の投票に付するよう請求することができる。

(4) 合併協議会設置協議について可決しない市町村において、選挙権を有する者は、六分の一以上の者の連
署をもって、その代表者から、市町村の選挙管理委員会に対し、選挙人の投票に付するよう請求すること
ができる。

(5) 有効投票の総数の過半数の賛成があったときは、合併協議会設置協議について市町村の議会が可決した
ものとみなす。

（第62条）24 報告の徴収
構想対象市町村が合併協議会を置いているときは、都道府県知事は、合併協議会に対し、市町村の合併

に関する協議の状況について報告を求めることができる。

（第63条）25 合併協議会に係るあっせん及び調停
構想対象市町村が合併協議会を置いている場合において、当該合併協議会の委員相互の間において、合併

市町村の名称、事務所の位置又は財産処分等に関する協議が調わないときは、都道府県知事は申請に基づき、
市町村合併調整委員を任命し、あっせん又は調停を行わせることができる。

（第64条）26 合併協議推進勧告
都道府県知事は、構想対象市町村が合併協議会を置いている場合において、必要があると認めるときは、

当該構想対象市町村に対し、合併協議会における市町村の合併に関する協議の推進に関し必要な措置を講
ずべきことを勧告することができる。



第５章 補則

（第65条）27 国、都道府県等の協力等
(1) 国の役割
① 都道府県及び市町村の自主的合併に関する助言、情報の提供等を実施
② 合併市町村の円滑な運営及び均衡ある発展に資するため必要な措置その他の措置

(2) 都道府県の責務
① 合併市町村の円滑な運営及び均衡ある発展に資するため必要な措置その他の措置
② 市町村の自主的合併に関する助言、情報の提供等を実施
③ 市町村の求めに応じた市町村相互間の必要な調整

（第66条）28 特別区に関する特例
この法律の規定は、地方交付税の額の算定に関する規定等を除き、特別区にも適用される。

第６章 罰則

（第67条～第69条）29 罰則
合併協議会の設置の直接請求における署名の収集については、署名に関する自由妨害、署名の偽造、署

名数の増減、関係書類の抑留・毀損・奪取、違法な氏名代筆行為、違法な手続による署名収集を行った者
に対して罰則が適用され、署名の効力を市町村選挙管理委員会において決定する場合には、出頭・証言の
拒否、虚偽の陳述を行った者に対して罰則が適用される。
地方公務員法の規定に違反して秘密を漏らした区長又は合併特例区の長に対して罰則が適用される。

（附則第１条・第２条）30 施行・失効
この法律は、平成１７年４月１日に施行し、平成２２年３月３１日に失効する。

【参考】過疎地域自立促進特別措置法（過疎法 （平成12年法律第15号）上の合併特例）
（平成12年４月１日から平成22年３月31日まで）

（過疎法第33条第２項）市町村の合併があった場合の特例
過疎地域の市町村を含む合併があった場合には、合併市町村が過疎地域に該当しない場合であっても、

合併市町村のうち旧過疎地域のみを過疎地域とみなして、過疎法上の措置をすべて適用する。


